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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成25年6月28日原

子力規制委員会規則第6号）（以下「技術基準規則」という。）」第5条及び第12条並びに「実用

発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」に適合する設計とするため，Ⅵ

-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，地

下水排水設備が，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性を有することを確認するための耐

震計算方針について説明するものである。 

地下水排水設備のうち，6号機地下水排水設備の計算結果は，Ⅵ-2-2-別添1-2-2「サブドレンポ

ンプの耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-2-3「管の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-

別添1-2-4「地下水排水設備水位の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-2-5「サブドレン動

力制御盤の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-2-6「サブドレンシャフトの耐震性につい

ての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-2-7「サブドレンピットの耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添

1-2-8「集水管の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-2-別添1-2-9「サブドレン管の耐震性につい

ての計算書」に示し，5号機地下水排水設備の計算結果は，Ⅵ-2-2-別添1-3-2「サブドレンポンプ

の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-3-3「管の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添

1-3-4「地下水排水設備水位の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-3-5「サブドレン動力制

御盤の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-3-6「サブドレンシャフトの耐震性についての

計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-3-7「サブドレンピットの耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-3-

8「集水管の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-2-別添1-3-9「サブドレン管の耐震性についての

計算書」に示し，7号機地下水排水設備の計算結果は，Ⅵ-2-2-別添1-4-2「サブドレンピットの耐

震性についての計算書」，Ⅵ-2-2-別添1-4-3「集水管の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-2-別

添1-4-4「サブドレン管の耐震性についての計算書」に示す。 
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2. 耐震評価の基本方針 

耐震評価は，「2.1 評価対象施設」に示す評価対象施設を対象として，「3.1 荷重及び荷重

の組合せ」で示す基準地震動Ｓｓによる地震力と組み合わすべき他の荷重による組合せ荷重によ

る応力又は荷重（以下「応力等」という。）が，「3.2 許容限界」で示す許容限界内にあること

を，「4. 耐震評価方法」に示す評価方法を使用し，「5. 適用規格・基準等」で示す適用規格

を用いて確認する。 

地下水排水設備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その機能を維持又は保持できる設

計とすることを踏まえ，水平2方向及び鉛直方向地震力を適切に組み合わせて実施する。影響評価

方法は「4.4 水平2方向及び鉛直方向地震力の考慮」に示す。 

 

2.1 評価対象施設 

評価対象施設は，地下水排水設備を構成するサブドレンポンプ，管，地下水排水設備水位，

サブドレン動力制御盤，サブドレンシャフト，サブドレンピット，集水管及びサブドレン管を

対象とする。地下水排水設備（管を除く）の構造計画を表2－1～表2－7に示す。 
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表 2－1 構造計画（サブドレンポンプ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サブドレンポンプはポン

プ取付ボルトで架台に固

定する。架台は基礎ボル

トで床に固定する。 

水中ポンプ 
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表 2－2 構造計画（地下水排水設備水位） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は検出器取付ボル

トで架台に固定する。架

台は基礎ボルトで壁に固

定する。 

電極式水位検出器 

 

【地下水排水設備水位】 
正面図 側面図 

（正面方向） （側面方向） （単位：mm） 

 

検出器取付ボルト

 

    

検出器

架台

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

サ
ブ
ド
レ
ン
ピ
ッ
ト
壁

184550

8
2
0 検出器取付ボルト
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表 2－3 構造計画（サブドレン動力制御盤） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サブドレン動力制御盤

は，取付ボルトにより

チャンネルベースに固

定される。 

チャンネルベースは，

壁に基礎ボルトで設置

される。 

 

 

壁掛形 

（鋼材及び鋼板を組

み合わせた壁掛閉鎖

型の盤） 

【サブドレン動力制御盤】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 
サブドレン動力制御盤 

(H21-P753) 

サブドレン動力制御盤 

(H21-P752) 

たて 700 700 

横 1000 1000 

高さ 1650 1650 

（単位：mm） 

 

たて 

 

横 

（正面方向） 

上面 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

取付ボルト 
高さ 

側面 
盤 

壁 

壁 

（側面方向） 
チャンネルベース 
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表 2－4 構造計画（サブドレンシャフト） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サブドレンシャフトは，

アンカーボルトでピット

に固定している。 

鋼管 

 

6号機原子炉建屋 

（単位：mm） 
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表 2－4 構造計画（サブドレンシャフト） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

  

 

6号機タービン建屋 

 
（単位：mm） 
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表 2－4 構造計画（サブドレンシャフト） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

  

 

 

5号機原子炉建屋 

（単位：mm） 
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表 2－5 構造計画（サブドレンピット） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サブドレンピットは，支

持地盤である西山層に直

接設置している。 

鉄筋コンクリート造 

 

6号機原子炉建屋（断面図）（A-A断面） 6号機タービン建屋（断面図）（B-B断面） 

6号機原子炉建屋（平面図） 6号機タービン建屋（平面図） 

（単位：mm） 

 

  

集水管 

集水管 

 集水管 

 集水管 

 

集水管 

 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-2-別添 1-1 R0 

10 

表 2－5 構造計画（サブドレンピット） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

  

  

5号機原子炉建屋（断面図） 

5号機原子炉建屋（平面図）  

 

集水管 

集水管 

（単位：mm） 
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表 2－5 構造計画（サブドレンピット） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サブドレンピットは，支

持地盤である西山層にマ

ンメイドロックを介して

設置している。 

鉄筋コンクリート造 

 

７号機原子炉建屋（断面図）（A-A断面） ７号機タービン建屋（断面図）（B-B断面） 

７号機原子炉建屋（平面図） ７号機タービン建屋（平面図） 

（単位：mm） 
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表 2－6 構造計画（集水管） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

集水管は，原子炉建屋，

タービン建屋，コントロ

ール建屋，廃棄物処理建

屋の周囲の西山層に直接

または西山層にマンメイ

ドロックを介して設置し

ている。 

ＳＵＳ管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 パイプ 

ワイヤー 
ロッド 

5号機集水管（1/4断面構造図(Ａ部切出し）) 6号機集水管（断面構造図) 

6号機集水管（平面図） 5号機集水管（平面図） 

集水管 

サブドレン管 

 

 

  

リング 

ワイヤー 

丸孔 

リング 

丸孔 

ワイヤー 
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表 2－6 構造計画（集水管） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

  

 

７号機集水管（1/4断面構造図(Ａ部切出し)) 

７号機集水管（平面図） 
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表 2－7 構造計画（サブドレン管） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サブドレン管は，原子炉

建屋，コントロール建屋

下に，西山層に直接また

は西山層にマンメイドロ

ックを介して設置してい

る。 

塩ビ管  

サブドレン管（平面図） サブドレン管（断面図） 

サブドレン管 

集水管 

建屋 

集水管 

サブドレン管 
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3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界  

地下水排水設備の耐震評価に用いる荷重及び荷重の組合せを，「3.1 荷重及び荷重の組合せ」

に，許容限界を「3.2 許容限界」に示す。 

  

3.1 荷重及び荷重の組合せ 

3.1.1 荷重の種類 

応力評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重（Ｄ），固定荷重（Ｇ） 

常時作用する荷重又は固定荷重は，持続的に生じる荷重であり，当該設備の自重とする。 

(2) 静止土圧荷重（Ｐ） 

静止土圧荷重は，常時作用する土圧による荷重とする。 

(3) 内圧荷重（ＰＤ） 

内圧荷重は，当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重とする。 

(4) 機械的荷重（ＭＤ） 

機械的荷重は，当該設備に設計上定められた荷重とする。 

(5) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力とする。 

(6) 運転状態による荷重（ⅠＬ，ⅡＬ） 

運転状態による荷重は，地震と組合わすべきプラントの運転状態における圧力荷重とす

る。 

  

3.1.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」に示す

荷重の組合せを踏まえて設定する。 
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3.2 許容限界 

許容限界は，地下水排水設備を構成する設備ごとに設定する。 

地下水排水設備を構成する施設ごとの許容限界を機器・配管等については表3－1に，建物・

構築物については表3－2に示す。 

機器・配管等の許容限界の詳細は，各計算書にて評価部位の許容応力状態を考慮し，評価項

目を選定する。 

建物・構築物の許容限界の詳細は，各計算書にて評価部位の機能維持のための考え方を考慮

し，評価項目を選定する。 

選定した評価対象部位の許容限界を表3－3及び表3－4に示す。 
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表3－1 機器・配管等の荷重の組み合わせ及び許容限界 

施設名称 
荷重の 

組合せ 
評価部位 応力等の状態 限界状態 許容限界 

サブドレンポンプ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 
基礎ボルト 

取付ボルト 

引張 

せん断 

部材が弾性域にとどま

らず塑性域に入る状態 

許容応力状態ⅣＡＳの

許容応力以下とする。 

管 
ⅠＬ＋Ｓｓ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 

管 

支持構造物 

一次応力 

一次＋二次応力 

一次＋二次＋ピーク応力 

部材が弾性域にとどま

らず塑性域に入る状態 

許容応力状態ⅣＡＳの

許容応力以下とする。 

地下水排水設備水位 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 基礎ボルト 
引張 

せん断 

部材が弾性域にとどま

らず塑性域に入る状態 

許容応力状態ⅣＡＳの

許容応力以下とする。 

サブドレン動力制御盤 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 
基礎ボルト 

取付ボルト 

引張 

せん断 

部材が弾性域にとどま

らず塑性域に入る状態 

許容応力状態ⅣＡＳの

許容応力以下とする。 
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表3－2 建物・構築物の荷重の組み合わせ及び許容限界 

施設名称 荷重の組合せ 評価部位 機能維持のための考え方 許容限界 

サブドレンシャフト Ｇ＋Ｓｓ サブドレンシャフト 
部材に生じる応力が構造強度を確保するための許

容限界を超えないことを確認 

「鋼構造設計規準－許

容応力度設計法」に基

づく弾性限強度 

サブドレンピット 

Ｐ＋Ｓｓ サブドレンピット壁 
部材に生じる応力が構造強度を確保するための許

容限界を超えないことを確認 

「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規

準・同解説」に基づく短

期許容応力度 

Ｇ＋Ｓｓ 

サブドレンピット 

上部スラブ 

底部スラブ 

部材に生じる応力が構造強度を確保するための許

容限界を超えないことを確認 

「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規

準・同解説」に基づく短

期許容応力度 

集水管 Ｇ＋Ｓｓ 集水管 
部材に生じる応力が内空断面を確保するための許

容限界を超えないことを確認 

「集水管の荷重－変位

曲線図」から概ね弾性

と認められる許容強度

範囲を設定して求めた

ひずみ率 

サブドレン管 Ｇ＋Ｓｓ サブドレン管 
部材に生じる応力が内空断面を確保するための許

容限界を超えないことを確認 

「サブドレン管の荷重

－変位曲線図」から概

ね弾性と認められる許

容強度範囲を設定して

求めたひずみ率 
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表3－3 ボルトの許容限界 

評価対象部位 荷重の組合せ 
許容応力

状態 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

引張 せん断 

基礎ボルト Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊
 

1.5・ｆs ＊
 

取付ボルト Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊
 

1.5・ｆs ＊
 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力

で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表3－4 管の許容限界 

評価対象部位 荷重の組合せ 
許容応力

状態 

許容限界 

一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次 

＋ピーク応力 

管 
ⅠＬ＋Ｓｓ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 0.9・Ｓu 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析＊

を行い，疲労累積係数が1.0 以下

であること。ただし，地震動のみに

よる一次＋二次応力の変動値が2・

Ｓｙ以下であれば，疲労解析は行わ

ない。 

注記＊：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，

(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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4. 耐震評価方法 

地下水排水設備の耐震評価は，「4.1 地盤の応答解析」，「4.2 耐震評価」及び「4.3 機能

維持評価」に従って実施する。 

 

4.1 地盤の応答解析 

地下水排水設備のうち，6号機地下水排水設備に用いる地盤の応答解析は，Ⅵ-2-2-別添1-2-

1「地下水排水設備設置位置の地盤応答」，5号機地下水排水設備に用いる地盤の応答解析は，

Ⅵ-2-2-別添1-3-1「地下水排水設備設置位置の地盤応答」に示し，7号機地下水排水設備に用い

る地盤の応答解析は，Ⅵ-2-2-別添1-4-1「地下水排水設備設置位置の地盤応答」に示す。 

地下水排水設備の地盤の応答解析フローを図4－1に示す。 

 

図4－1 地下水排水設備の地盤の応答解析のフロー 

  

地下水排水設備 

解析条件の設定 

（解析方針） 

地盤モデルの作成 

（地質構造・地盤物性） 

一次元波動論による応答解析 

地下水排水設備設置位置における 

地盤応答の算定 
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4.2 耐震評価 

地下水排水設備は，「3.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示す荷重の組合せに対して，「4.1 

地盤の応答解析」で示した地盤の応答解析により発生応力を算出し，「3.2 許容限界」にて設

定している許容限界内にあることを確認する。 

 

4.2.1 耐震評価方法 

サブドレンポンプ，管，地下水排水設備水位，サブドレン動力制御盤，サブドレンシャ

フト，サブドレンピット，集水管及びサブドレン管の評価方法について示す。 

 

(1) サブドレンポンプ 

評価対象のサブドレンポンプについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて示す評

価方法及び原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987に準拠した，評価方

法により評価を行う。 

 

(2) 管 

評価対象の管については，Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」及びⅥ

-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」

にて示す評価方法に基づき評価を行う。 

 

(3) 地下水排水設備水位 

評価対象の地下水排水設備水位については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて示す

評価方法に基づき評価を行う。 

 

(4) サブドレン動力制御盤 

評価対象のサブドレン動力制御盤については，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方針 添付資料

-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示す評価方法に基づき評価を行う。 

 

(5) サブドレンシャフト 

評価対象のサブドレンシャフトについては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」にて示す

評価方法に基づき評価を行う。 

 

(6) サブドレンピット 

評価対象のサブドレンピットについては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」にて示す評

価方法に基づき評価を行う。 

 

(7) 集水管 

評価対象の集水管については，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」にて示す評価方法に基
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づき評価を行う。 

 

(8) サブドレン管 

評価対象のサブドレン管については，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」にて示す評価方

法に基づき評価を行う。 

 

4.3 機能維持評価 

地下水排水設備の構造強度に係る機能維持の方針は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 

構造強度上の制限」を準用する。 

地下水排水設備の構造強度に係る機能維持に係る耐震計算の方針は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」及び「4.1 動的機器の機能維持」を準用する。 

 

4.3.1 動的機能の維持 

地震時及び地震後に動的機能が要求される機器は，地下水排水設備のうち，サブドレン

ポンプについては、耐震設計上の性能目標を踏まえ，基準地震動Ｓｓによる当該設備床，

設計用床応答曲線若しくは設計用最大床加速度から求まる機能維持評価用加速度が，機能

確認済加速度以下であることにより確認する。 

 

4.3.2 電気的機能の維持 

地震時及び地震後に電気的機能が要求される機器は，地下水排水設備のうち，地下水排

水設備水位及びサブドレン動力制御盤ついては、耐震設計上の性能目標を踏まえ，基準地

震動Ｓｓによる当該設備床，設計用床応答曲線若しくは設計用最大床加速度から求まる機

能維持評価用加速度が，機能確認済加速度以下であることにより確認する。 

 

4.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の考慮 

地下水排水設備については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性を有することを確

認している。 

影響評価については，Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価

方針」の評価方針及び評価方法に基づき行う。 
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5. 適用規格・基準等 

適用する規格としては，既往工認で適用実績がある規格のほか，最新の規格基準について技術

的妥当性及び適用性を示したうえで，適用可能とする。適用する規格，基準，指針等を以下に示

す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１補-1984（（社）

日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ

ＮＣ1-2005/2007）（（社）日本機械学会））（以下「設計・建設規格」という。） 

(5) 水道用硬質ポリ塩化ビニル管技術資料（塩化ビニル管・継手協会） 

(6) 日本産業規格（ＪＩＳ） 

(7) 道路橋示方書（I共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，2002） 

(8) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定） 

(9) 建築基準法・同施行令 

(10) 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005） 

(11) 建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001改訂) 

(12) 建築構造用高性能590N/mm2（SA440）設計・溶接施工指針（（社）日本鉄鋼連盟高性能鋼利

用技術小委員会，2004） 


